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＜要約＞ 
保育所の待機児童解消は、安倍政権における経済成長戦略の中で女性の活躍する社会づく
りの前提とされ、いわば国策として全国市区町村が待機児童ゼロを目標とするように迫られ
ている。特に都市部では、待機児童を解消するために保育所整備を精力的に進めているが、
保育所の新設が周辺住民の潜在的な保育サービス需要を掘り起こしてしまい、定員は増えて
いるのに待機児童が減らない状況が起こっている。今回、政令指定都市を対象に調査を実施
し、待機児童、隠れ待機児童、保育所入所率などを確認した。調査からは、公表している待
機児童から除外されている隠れ待機児童が多い実態が明らかになった。待機児童ゼロを宣言
している政令指定都市のうち、新潟市は就学前児童に対する保育所入所児が過半数を超えて
おり、潜在的需要を掘り尽くした結果であることが分かった。一方で、隠れ待機児童が多く
保育サービス需要の存在を隠している自治体もあった。この調査結果を受けて、保育所整備
を続けて待機児童や潜在的需要を解消するためにはどれくらいの財政支出が必要なのかを試
算した。100 人定員の保育所を新たに建設する場合、当初 2 年間に 1 億 9 千万円の補助金が
投入され、3 年目以降は毎年 1 億 3 千万円の運営費がかかり、待機児童は最大で 40 人解消で
きる。待機児童や潜在的需要に対してこの条件を各市に当てはめて試算している。 
 
＜キーワード＞ 
待機児童、保育、少子化、ワーク・ライフ・バランス、子ども・子育て支援、財政支出 
 
 
1 はじめに 
 
保育所を利用しようとして申請したのに、希望する保育所が定員超過で入れないという待
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機児童問題は十数年来続いてきた問題である。第 1 子を出産した女性のうち、就業していた
6 割が仕事への復帰を断念するという事態になっており、都市部での待機児童問題は女性の
キャリア継続にも大きな影響を与えていることが指摘されている。待機児童問題を女性の問
題と位置づけるのも実は大きな認識のずれがある。男女ともに共同参画する社会づくりこそ
がワーク・ライフ・バランスを目指す姿であり、男性の働き方も問い直されると理解すべき
である。 
厚生労働省 2014（平成 26）年 4 月 1 日現在として取りまとめた状況としては、保育所定員
は 234 万人（4.7 万人増）、利用者は 227 万人（4.7 万人増）、待機児童は 2 万 1,371 人で 4
年連続の減少であると報告している。 
2013（平成 25）年に発足した第 2 次安倍内閣では、アベノミクスと言われる経済立て直し
の政策が打ち出されてきた。日本銀行と連携した金融緩和によってデフレを脱却し、賃上げに
よって雇用拡大と経済成長を目指している。特に経済成長戦略では、女性の活躍できる社会づ
くりをうたっており、その前提条件として待機児童問題の解消が最優先の課題になってきた。 
その成功例として紹介された横浜市は、2013（平成 25）年 4 月に待機児童ゼロを達成した
と宣言した。ところが 2014（平成 26）年は待機児童がゼロにはならなかった。待機児童解消
のニュースを知り、希望すれば保育所を利用できると考えた横浜市民あるいは市外からの転
入者がいたからである。都市部の多くで、保育所が新設されると周辺の潜在的な保育サービ
ス需要を掘り起こしてきた。 
2014（平成 26）年待機児童ゼロを宣言した千葉市では、民間保育所の過当競争を背景にし
たと見られる保育士による児童虐待事件まで発覚している 1)。待機児童ゼロを実現するのは、
保育需要を上回る過剰な保育サービス供給が必要になる。そこでは人材の引き抜き合戦であ
ったり、人手不足の中で特定の職員に負担が集中したりする状況が生じている。 
新市長が待機児童ゼロを目指すと宣言した川崎市は、前年 438 人だった待機児童を今年は
62 人まで減らした。しかし、認可保育所や川崎市が補助する認可外保育所のいずれも入れな
かった「隠れ待機児童」は 1,000 人以上（図表 3、4）となっている。この落差は、産前産後
休業・育児休業中でとりまとめ時点では復職していない、あるいは求職中であるといった事
情を持つ人を待機児童数から除外しているからである。川崎市に限らず、他の地方自治体も
待機児童数を少なく見せる独自基準を持っている。 
待機児童問題は都市部に特有の問題である。少子化の進む地方では保育所も幼稚園も定員
の空きが埋められず、私立幼稚園は存続を問われる経営問題となっている。2015（平成 27）年
度から始まる子ども・子育て支援新制度では、このような地方にとって保育所と幼稚園の機能
を一体化した認定こども園への統廃合を目指す動きが加速すると考えられている。都市部と地
方で事情は異なるが、今後は都市部でも少子化が進み、現在の待機児童問題がうそのように思
える時代がやってくる。待機児童問題への財政支出は都市部の自治体にとっては重い負担に
なっており、中長期的な視点で、その財政支出が見合うのかを十分に検討するべきである。 
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本稿では、待機児童解消の先行きが見えない自治体と待機児童ゼロを宣言した自治体とに
分化しつつある政令指定都市を対象とした調査結果をもとに、隠れ待機児童と呼べる潜在的
利用者の実態を明らかにし、そこから生じる財政支出圧力について試算する。 
 
2 消費税増税による子育て家計への影響 
 
2014（平成 26）年 4 月から 8％へ引き上げられた消費税率は 2015（平成 27）年 10 月には
10％へと引き上げられる予定となっている。所得水準が変わらないままに消費税負担が増え
るとすれば、子育て世帯の家計が苦しくなるのは明らかだ。しかし、所得の条件が変われば、
消費税増税で家計が苦しくなるとは単純に言えない。例えば、「臨時福祉給付金」や「子育
て世帯臨時特例給付金」といった消費の下支えを狙った給付措置は、影響を緩和すると考え
られている。また、アベノミクスの成功条件として、賃金の引き上げが掲げられていて、異
例とも言える閣僚による経済団体への賃上げ要請が行われている。もっともアベノミクスが
目指すデフレ脱却による経済成長は 2％の物価上昇を期待しているため、賃上げがなければ
実質所得が減ってしまう。 
2014（平成 26）年 7 月に公表された国民生活基礎調査の結果では、「子どもの貧困率」が
2012（平成 24）年時点で 16.3％と過去最悪を記録したことが注目を集めた。これは等価可処
分所得の中央値の半分を下回る、いわゆる相対的な貧困世帯で暮らす一八歳未満の子どもの
割合を示す数字である。子どもの貧困が次世代に連鎖していく恐れがあるという意味で、深
刻に受け止めなければならない。 
子育て世帯が自助努力で所得水準を改善するには片働きを共働きに変える、一般的には専
業主婦がパートタイマーになるといった選択肢がある。養育する子どもが未就学や小学校低
学年である場合、保育所や学童保育に預けなければ仕事先を探すこともままならない。しか
し、都市部では認可保育所入所の待機児童問題が発生していて、パートタイマーでは事実上
の門前払いとなっている市区町村がいくつもある。 
10％まで引き上げる前提での消費税税収から 7,000 億円をつぎ込んで、新しい子ども・子
育て支援の仕組みが始まる。保育・幼児教育に関わる財源を一つにまとめる意義がある。こ
れまでの 30 年間、高齢者への社会保障が増える一方で、子どもに対する支援は増えなかった。
子どもは、将来の働き手として社会保障を含めた社会全体を支える。そして、就業継続や新
規就労が可能になった両親は、今の働き手として社会を支える。子ども・子育て支援は、す
なわち次世代投資そのものであって、社会保障制度の持続可能性を高める意義を持っている。 
消費税増税によって悪化するかもしれない子育て世帯の消費を下支えする目的で「子育て
世帯臨時特例給付金」の給付措置が実施されている。低所得世帯には「臨時福祉給付金」が
優先して給付されることになっている。 
「子育て世帯臨時特例給付金」は児童手当の所得制限額に満たない世帯を対象に、中学生
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以下の子ども一人当たり 1 万円を給付するものだ。児童手当に上乗せして支給すれば簡単だ
ったのに、「臨時福祉給付金」との併給調整があったり、所得制限額を超過していても児童
手当では特定給付となっている高所得世帯を対象から除外したり、といった条件が加わって、
市区町村の事務手続きは煩雑なものになっている。児童手当の現況届とは別の申請書が必要
であったり、ある程度の世帯に給付漏れが発生したりすることは避けられない。 
消費税増税とは関係なく実施されている子育て世帯への家計支援策もある。働きながらの
出産・育児では、産前産後休業期間中の社会保険料免除や育児休業中の所得保障である「育
児休業給付金」の拡充が実施されている。 
これまで育児休業中の社会保険料（厚生年金・健康保険）は免除されていたが、産前産後
休業中は社会保険料負担が発生していた。休業補償の出産手当金は出産後に振り込まれるた
め、休業中の社会保険料分をわざわざ勤め先に振り込む必要があった。出産・子育てにかか
る経済的な負担が軽減されることになり、就労継続の助けになると期待されている。 
育児休業給付金の拡充は、両親ともに育児休業を取得してもらう狙いがある。育児休業中
の所得補償は原則 50％だったため、父親の所得が母親の所得に比べて高い場合、所得の低い
母親のみ育児休業を取得するのが経済合理性にかなっている。しかし、父親も育児に積極的
に参加する「イクメン」でないと第 2 子以降の出産・育児につながらないことが統計的にも
判明 2)しており、父親の育児休業取得率向上は少子化対策の政策目標になっている。 
父親が育児休業を取得しやすいように、育児休業給付金を 6 ヶ月間 67％に引き上げたのは
経済合理性にも訴える。産後休業 2 ヶ月の後に、母親が育児休業を 6 ヶ月取得した後に父親
が 6 ヶ月取得するといったモデルケースでは通算一年間 67％所得補償となる。十分周知され
ているとは言えないが、実質的には、育児休業中の社会保険料が免除され、育児休業給付金
は非課税所得なので、手取り所得で見た所得補償は 67％を大きく上回る割合になる。 
 
3 2015（平成 27）年度から始まる子ども・子育て支援新制度 
 
子ども・子育て支援新制度は、準備期間である 2013（平成 25）年度から 2014（平成 26）
年度にかけて、国・都道府県・市区町村の多くに子ども・子育て会議が設置され、学識者・
事業者・子育て当事者・市民代表が参加して、活発な議論が展開されている。特にこれから
の子ども・子育てのサービス需要をどれほど見込むのか、多様なニーズに応えるサービスを
準備できるか、質の高いサービスを確保できるのかが議論の焦点となっている。 
現在の保育所は、保育を必要とする理由が無ければ利用し続けることはできない。保育と
幼児教育を一体的に提供する「認定こども園」では、親の就労状況が変化しても利用し続け
ることができる。認定こども園は全国でも開設数が少ないため、どのような特長を持ってい
る施設なのか広く知られていないのが現状である。20 人未満の少人数の単位で 3 歳未満の子
どもを預かる「地域型保育」は、都市部での待機児童問題を解決する切り札と期待されてい
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る。NPO 法人フローレンスのように、全国に先駆けて「おうち保育園」3) と名付けたマンシ
ョンの部屋をリフォームして保育所に転用するタイプの事業を始め、政府から待機児童対策
のモデル事業と認定されるといった取り組みはその一つである。 
地域子育て支援拠点の拡充も目玉の一つである。就学直前の 5 歳児では 9 割以上が保育所
または幼稚園に通っている。0 歳児の保育所利用は 2 割程度で、それ以外の子どもは家庭で
養育されているが、母親が子育てで孤立して悩むことも少なくない。気軽に子育てを相談で
きて、同年齢の子どもたちを遊ばせることのできる場が増えれば、心理的な負担を軽減でき
ると期待されている。 
また、小学校に入学してからの学童保育は、「放課後児童クラブ」と位置づけられること
になった。従来は小学校低学年が主な対象であったのに対して、新制度では小学校高学年の
児童も対象となっている。都市部の学童では、申請しても利用できない待機児童が発生して
いる。より高学年の児童から抜けてもらうことで利用人数調整しているのが実情である。習
い事や塾通いがあって週のうち数日の利用になることもあり、高学年の児童が対象になった
として、はたしてどれくらいの割合が実際に利用するのか、市区町村ではニーズを測りかね
ている。 
 
4 調査の目的と方法 
 
全国に 20 市ある政令指定都市は、都道府県の行政権限を大幅に移譲された「市」である。
この 20 市は、待機児童解消の先行きが見えない自治体と待機児童ゼロを宣言した自治体とに
分化しつつある。調査実施にあたっては、2 つの大きな目的を設定した。 
＜目的＞ 
 待機児童が問題化するなかで、政令指定都市ではどのような状況であるかを把握する 
 特に住民の関心を呼んでいる「隠れ待機児童」の実態についても明らかにする 
 
地方自治法第254条に定められた政令指定都市の人口要件は50万人以上であることである
が、実際の人口要件は最小の静岡市が 71.6 万人（平成 22 年国勢調査）であるように高めに
設定されている。最大の横浜市が 368.9 万人（同）の人口を擁しており、政令指定都市とい
っても規模には大きな差がある。 
待機児童問題に対しても、過去 3 年間に渡って待機児童ゼロを報告し続けた、新潟市、岡
山市、北九州市といった自治体もあれば、安倍政権下で待機児童解消が求められるようにな
って、急に対応したとみられる千葉市、京都市、福岡市のような自治体もある。待機児童が
50 人以上の要対応自治体であっても、前年度の待機児童を上回る定員増・入所者増を達成し
ているにも関わらず、再び待機児童を計上している自治体もある。近所に保育所が新設され
ると、周辺地域住民の潜在的な保育需要を掘り起こしてしまい、結果的に待機児童解消に至
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らない状況が続いている。 
突出した待機児童数を報告することは、当該自治体にとっても不名誉なことであり、これ
を圧縮しようという動機が生じる。厚生労働省は、認可保育所に申請しながらも入所に至ら
なかった「保留児」のうち、いくつかの条件に当てはまれば“公称”の待機児童から除外す
ることを認めている。このように除外された人数のうち、公的保育サービスが必要にも関わ
らず除外されてしまっている「隠れ待機児童」の実態を明らかにしたい。なぜならば、少子
化対策であっても、女性の活躍できる社会づくりの観点であっても、子どもを預けなければ
働けない、現時点で働いていなければ子どもを預けられないというジレンマの解決無くして、
将来展望は拓けないからである。 
＜方法＞ 
 川崎市議会・小田理恵子議員、川崎市議会局を通じて、政令指定都市各市に調査票を
回付してもらう方法にて実施した（2014（平成 26）年 8 月） 
 期限までに回答を得られなかった京都市、意図した回答ではなかったがホームページ
で公表していた大阪市については全部または一部項目の値を補完した 
 
5 調査結果 
 
川崎市当局を通じて収集した認可保育所利用申請者数、認可保育所入所者数、市の保育施
策で対応している児童数、待機児童数の結果は図表 1 の通りである。 
 
図表 1 保育所入所の状況回答（H26/4/1現在） 
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 図表中の注にも記載したが、認可保育所への入所申請は、既に在籍している保育所へ継続
申請を行う分と新規に申請を行う分があり、自治体によっては新規分のみを回答してきた場
合があった。また、熊本市のように独自施策で受け入れている人数が認可保育所入所申請者
数・入所者数との差に一致しない回答もあった。このような自治体は、分析に支障がある場
合は除外した。 
厚生労働省に報告している“公称”の待機児童数をグラフで示すと、図表 2 となる。 
 
図表 2 待機児童数（H26/4/1現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
待機児童ゼロを達成したと公表しているのが、新潟市、千葉市、名古屋市、京都市、岡山
市、北九州市、福岡市の 7 自治体である。前年度、待機児童ゼロを宣言した横浜市は 20 人と
報告している。政令指定都市 20 市のうち、待機児童 570 人とした仙台市が、一見するとワー
ストに見える。しかしながら、「隠れ待機児童」の実態を見ると、“公称”の待機児童数と
は異なった姿が見えてくる。 
 
6 調査結果の分析と考察 
 
＜隠れ待機児童の定義＞ 
 厚生労働省の通知する「待機児童」 
 認可保育所に入所申請しながらも保留となった児童のうち、自治体独自施策による
受け入れ、産休・育休中、求職中、特定園のみ希望を除いた人数 
 「隠れ待機児童」 
 利用を希望しながら、公的な保育サービスの対象外となっている人数から公称待機
児童に含まれない人を差引 
 計算式：認可保育所申請者数－（認可保育所入所者数＋独自施策受け入れ人数）－
待機児童数 
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子どもを保育所に預けたい利用者の間には、公設公営の公務員保育士が勤務している認可
保育所はサービスの質が高く、社会福祉法人や株式会社が運営する認可・認可外保育所はサ
ービスの質が劣るという優良誤認がよく発生している。認可保育所には非常勤の無資格保育
スタッフはいないであるとか、株式会社立の保育所では保育士が未経験者ばかりで信頼がお
けないであるとか、事実誤認や錯覚としか言えないことが語られている。そのような誤認に
基づいて、認可保育所こそが真の保育所であり、認可外保育所に預けている利用者はすべて
認可保育所に移りたがっているかのように主張する向きもある。 
本稿において定義する「隠れ待機児童」は、認可保育所に申請しながらも入所がかなわな
かった保留児全員を待機と見なす認可保育所至上主義はとらない。また最初から独自施策の
認可外保育所と契約する人数と誤差があることに留意すべきである。保育料について応能負
担である認可保育所と応益負担の定額であることが多い認可外保育所では、高所得層では認
可・認可外で保育料がほとんど変わらない場合もある。保育料が変わらないのであれば、特
色ある付加サービスを実施していたり、延長保育の時間帯が広くて便利であったりするとい
う理由で、当初から認可保育所に申請せずに認可外保育所を利用するケースもある。 
 
図表 3 「隠れ待機児童」の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 3 で示したのは、待機児童に含まれない「隠れ待機児童」の政令指定都市の比較であ
る。図表 2 で示した待機児童の比較では第 6 位であった大阪市が第 1 位に、待機児童ではワ
ースト 1 位になっていた仙台市は第 15 位になっている。待機児童ゼロを宣言したはずの京都
市、名古屋市、福岡市、岡山市が 602～810 人の「隠れ待機児童」を除外している実態が明ら
かになった。 
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図表 4 「隠れ待機児童総数」の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 4 で示したのは、待機児童と隠れ待機児童を合計した「隠れ待機児童総数」を多い順
に並べ替えてグラフで示したものである。回答値に異常があって試算できなかったさいたま
市、浜松市、熊本市は除外している。新潟市が 24 人に留まっている他、200 人以上の「隠れ
待機児童総数」になっていることが分かる。特に大阪市では待機児童 224 人に「隠れ待機児
童」を加えると総数 2,696 人でワースト 1 位になっている。公的保育サービスを利用したく
ても、10 人に 1 人以下しか利用できていない実態となっている。 
 
図表 5 では、左側に待機児童でのランキング、右側に「隠れ待機児童総数」でのランキン
グを示している。矢印で示したのは川崎市の例であるが、待機児童解消に近づいているよう
な近年の報告値は「隠れ待機児童」のおかげであって、結果的にはワーストランキングで上
位を占めることになっている。大阪市、横浜市、京都市も同様の効果があったということで、
「隠れ待機児童総数」でのランキングでは上位に移っている。 
このように政令指定都市において待機児童を少なく見せるのは、他の自治体との競争にな
っている面と既に大きな財政支出を保育サービス供給に費やしているからだと考えられる。
上位にランキングされている自治体が、待機児童を少なく見せる数字の操作にばかり腐心し
ているのかと言えば決してそうではない。それどころか前年度の待機児童を上回るだけの保
育所整備をしているにもかかわらず、それが潜在的な需要を呼び起こしてしまい、再び待機
児童として積み上がってしまう結果となっている。 
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図表 5 待機児童と隠れ待機児童総数の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
どこまで潜在的な保育サービス需要が残っているのか、それを推定するのに適当なのは出
生から小学校入学までの0～5歳の就学前児童の人数 4)である。地域によって事情は異なるが、
一般的に 0～2 歳のうち保育所を利用しているのは 2 割程度だと言われている。それ以外の 8
割は家庭で養育されていることになる。3 歳からは幼稚園の利用者が増えてきて、就学直前
の 5 歳では 9 割以上の児童が保育所または幼稚園を利用している。就学前児童全体で全国平
均すると、保育所入所率は 35.9％5)である。 
 
図表 6 就学前児童に占める保育所入所児の割合 
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図表 6 は、保育所入所率の高い順に並べ替えて、グラフで示したものである。新潟市が
52.1％で第 1 位になっている。図表 6 は前出の図表とは異なり、ワーストランキングではな
い。実態として、同年代の就学前児童がどれくらい保育所を利用しているのかを示している。
全国平均の保育所入所率 35.9％に照らしてみると、新潟市、熊本市、京都市、福岡市、岡山
市、大阪市までの 6 市で平均を超えている。なお、最低となっているさいたま市の値は異常
値として除外すべきかもしれない。 
新潟市は「隠れ待機児童」の少なさからも待機児童ゼロが実態としても正しいことが分か
る。この保育所入所率第 1 位で 52.1％となっている理由を確認すると、既に人口減少が始ま
っており、既に保育サービス需要に応えるだけの保育所整備を済ませていること、そして保
育所の代替となる幼稚園が少なくなってきていることが挙げられる。つまり、新潟市は潜在
的な保育サービス需要をも上回る保育所整備を行い、待機児童ゼロを達成している。 
待機児童ゼロを宣言しながらも潜在的な保育サービス需要の多い、京都市、福岡市につい
ては、保育所入所率は高いことから保育所整備に熱心に取り組んだことがうかがえる。それ
でも「隠れ待機児童」の多さからすれば、前年度の待機児童ゼロを継続できなかった横浜市
の二の舞になる恐れが十分にある。 
「隠れ待機児童総数」でワースト 1 位になった大阪市についても、保育所整備がおろそか
になっていた訳ではない。全国平均を超える保育所入所率を達成しており、努力の跡はうか
がえる。潜在的な保育サービス需要の圧力は大きく、待機児童解消までの道のりは遠いと言
える。 
一方で、保育所入所率が全国平均に達していない自治体も多い。地域によっては幼稚園の
需要が多く、しかも預かり保育という夕方まで預かるサービスによってパートタイマー程度
の就労であれば利用可能な運営形態もある。単純に保育所が不足しているとは言えないが、
保育所入所率の低さは潜在的な保育サービス需要を示していると考えるべきだろう。その観
点では、川崎市、横浜市、相模原市といった神奈川県下 3 市は大きな圧力に迫られ続けると
考えられる。 
政令指定都市にも、新潟市、千葉市、静岡市、北九州市といった人口減少が加速的になっ
ている自治体がある。人口減少が起きている場合、それは出産が少なくなる少子化と、他の
地域へと転出していく社会減とが相まっている。再び保育サービス需要が高まるとは考えに
くく、待機児童問題のピークは過ぎたと言える。一方で、川崎市の人口予測は 2040 年にかけ
て増え続けるものとなっており、出産が増える自然増に加えて、転入者による社会増が見込
まれている。家族向けのマンション開発が盛んな地域では、子育て世代の転入が増えれば保
育サービス需要は高まっていく。待機児童解消の見通しは立たないのが実情である。 
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7 新制度での保育を必要とする事由と需要見込み 
 
現行の児童福祉法に基づく公的保育サービスの提供は、保育に欠ける事由があって初めて
保育所に入所申請できる仕組みである。2015（平成 27）年度から始まる子ども・子育て支援
新制度においては、保育に欠けるではなく、保育を必要とする事由に置き換えられている。
現行制度にある①～⑤の事由に加えて、⑥～⑨の事由が認められることになる。ただし、申
請者が定員を超過した場合の優先順位付けは自治体の裁量となる。 
＜新制度での保育を必要とする事由＞ 
①就労 
②妊娠、出産 
③保護者の疾病、障害 
④同居又は長期入院等している親族の介護・看護 
⑤災害復旧 
⑥求職活動（起業準備を含む） 
⑦就学 （職業訓練を含む） 
⑧虐待や DV のおそれがあること 
⑨育児休業取得時に、既に保育を利用している子どもがいて継続利用が必要であること 
⑩その他、上記に類する状態として自治体が認める場合 
新しく保育を必要とする事由が加わったことで、待機児童の定義にも変更が加えられるこ
とになる。現在は除外することが認められている、求職活動、就学、育児休業中であっても
長子が保育を利用している場合について除外できなくなるからである。現行制度においては、
第 2 子、第 3 子を養育するために産前産後休業、育児休業を取得すると長子は家庭で養育可
能として保育所を退所するように求められる仕組みになっている。 
本稿で定義している潜在的な保育サービス需要のうち待機児童にカウントしてもらえてい
ない「隠れ待機児童」そのものを明るみに出すためには、産前産後休業やすべての育児休業
の場合にも就労意志があれば保育を必要とする事由に認定すべきである。待機児童と「隠れ
待機児童」の総数は、潜在的というよりも公に申請した利用希望者である。本当に未だ見え
てこない潜在的な保育サービス需要というのは、「保活」とも呼ばれる保育所探しに明け暮
れなくても安心して子ども預けることができて初めて申請してくる利用希望者である。もし
潜在的な保育サービス需要がすべて出てくる到達点が新潟市の保育所入所率 52.1％であるな
らば、現行の保育所整備ペースでは全く足りないということになる。 
新制度において保育所、幼稚園、認定こども園などの利用を希望する場合、保育を必要と
する認定を受けなければならない。そこには 3 つの認定区分が存在する。 
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 1 号認定 教育標準時間認定 
 子どもが満 3 歳以上で、幼稚園や認定こども園等での教育を希望する場合 
 2 号認定 満 3 歳以上・保育認定 
 子どもが満 3 歳以上で、保護者の労働や疾病等の事由により、保育を必要とする
場合 
[主な利用先] 保育所、認定こども園 
 3 号認定 満 3 歳未満・保育認定 
 子どもが満 3 歳未満で、保護者の労働や疾病等の事由により、保育を必要とする
場合 
[主な利用先] 保育所、認定こども園、地域型保育 
2 号認定、3 号認定といった保育所を利用する場合には、保育の必要量に応じて「保育標準
時間利用」「保育短時間利用」の 2 つの区分が用意されている。保護者のいずれもがフルタ
イム勤務を想定した「保育標準時間利用」で最大 11 時間の保育、保護者のいずれかがパート
タイム勤務を想定した「保育短時間利用」で最大 8 時間の保育を利用できることになってい
る。ただし、これまでフルタイム勤務の利用者で定員が埋まっていた保育所をパートタイム
勤務の希望者が利用できるか、その優先順位付けは自治体の裁量に任されることになる。 
1～3 号認定の利用希望者が地域にどれくらいいるのかを調べる、いわゆるニーズ調査が全
国市区町村で実施された。その結果のとりまとめは、自治体によって時期はばらばらで、全
国を網羅して集計できる状況にはない。新制度において、新しいサービスを希望する人のニ
ーズを把握することで、必ずしも認可保育所を利用しなくても構わない人を見つけ出し、待
機児童解消につながるのではないかと考えられる。地域型保育、小規模保育といった新しい
サービスに、運営事業者が参入してくれることが期待されている。 
 
8 保育所整備にかかる財政支出圧力の試算 
 
川崎市の 2014（平成 26）年度一般会計予算における保育事業費は前年度比 32 億円増の 365
億円となっている。2011（平成 23）年度一般会計予算に基づく、保育所入所児童ひとり当た
り平均月額 12 万 7,501 円で、そのうち保護者負担額（保育料）は平均 2 万 5,428 円となって
いる 6)。これは保育料改定が検討された際に資料として作成された、保育サービス需要を満
たすための保育所整備と運営にかかる費用を算定する手がかりになる数字である。 
保育所整備にあたっては、認可保育所と認可外保育所のうち自治体の独自施策として補助
金を入れる形態のものある。従来型の「公設公営」型と呼ばれる自治体が建設して公務員保
育士によって運営される認可保育所は高コストであることと、将来的な人口減少で需要が無
くなったときに公務員保育士の処遇に困ることから、近年では避けられる傾向にある。「公
設民営」型は、公立保育所として運営されていたものを社会福祉法人または株式会社に運営
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を移行するもので、指定管理者、業務委託など様々な形態がある。「民設民営」型という用
地を見つけ出して新設するところから社会福祉法人または株式会社が手がける形態もある。
民間活用の保育所運営では、経常費補助に加えて、建設費・改修費の補助も行われる他、自
治体によっては市有地を無償貸与する場合もある。独自施策として補助金を入れる場合には
「民設民営」型に準ずる形で、経常費補助に加えて、自治体独自の誘致策が盛り込まれる場
合もある。 
川崎市をモデルケースに見立てて、100 人定員の保育所を新設し、社会福祉法人または株
式会社に運営を委託する場合を考えてみたい。100 人定員は都市部では標準的かつ大きな規
模と言える。ただし、児童に対する保育士の人員配置には基準があって、3 歳未満の乳児に
は手厚いため、待機児童の多い 0～2 歳の定員は 100 人のうち 40 人が限度である。待機児童
解消に向けての効果を考えると保育所を整備して増やした定員分、待機児童が受け入れられ
る訳ではない。モデルケースの場合、財政支出はいくら必要になるだろうか。 
＜条件：川崎市モデルケース＞ 
 100 人定員規模の保育所を新設するための建設費は 2 億円と仮定する 
 0～5 歳までの全年齢の児童ひとり当たりにかかる運営費は平均月額 12 万 7,501 円である 
 0～5 歳までの全年齢の児童ひとり当たりの保育料は平均月額 2 万 5,428 円である 
 保育所の敷地は市有地を 20 年間の定期借地として無償貸与する 
 建設費の補助金は 6 千万円、残額は 20 年間の借入金返済原資として分割して補助する 
 結果的に 40 人の待機児童改善に寄与する 
＜試算結果：川崎市モデルケース＞ 
 建設費初年度補助：6 千万円 
 20 年間年利 2％で借り入れた 1 億 4 千万円の毎年返済補助額：856 万円 7)  
 年間運営費の計算式：（ひとり当たり運営費－保育料）×12 ヶ月×定員 100 人 
 年間運営費の計算結果：1 億 2,249 万円 
この試算結果から言えることは、100 人定員の保育所を新設した場合、初年度に建設して
次年度から児童を受け入れて 40 人分の待機児童解消に寄与する費用として当初 2 年間に 1
億 9,105 万円の整備費が必要となる。待機児童だけに着目すると、待機児童解消ひとり当た
り 478 万円の整備が必要な見当となる。 
川崎市長が待機児童ゼロを宣言して、2014（平成 26）年度一般会計予算における保育事業
費を 77 億円増額した。これが全て待機児童解消に向けての保育所整備に向かうとするならば、
保育所定員換算では 4,000 人増、3 歳未満児 1,611 人分の待機児童解消効果を見込むことがで
きる。近年、毎年 1,500 人定員増を続けていた保育所整備の 2.7 倍の規模である。予定通りの
保育所整備ができれば、“公称”の待機児童をゼロにすることの可能性が見えてくる。 
 川崎市モデルケースの数値がそのままあてはめられるかは、政令指定都市各市によって事
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情は異なるだろうが、待機児童解消に財政支出がいくら必要になるのか試算してみた。川崎
市の場合は、建設費補助、借入金返済補助、市有地貸与など保育所運営事業者を誘致するた
めに好条件になっているため財政支出がかさんでいる点は否めない。しかしながら、保育士
人材確保は全国的な競争となりつつあり、これから待機児童解消に向けて保育所整備に取り
組む自治体の多くが、これまで以上に優遇条件を出さなければ整備が進まない事態も想定さ
れる。 
なお、「試算結果：待機児童のみ」は 2014（平成 26）年 4 月 1 日現在でとりまとめられた
待機児童を解消するのに必要な保育所整備のみを示しており、利用希望者が変動する傾向は
考慮していない。 
 
＜試算結果：待機児童のみ＞ 
札幌市 待機児童 323 .... 保育所整備数 9 ... 当初 2 年 171945 万 ...... 3 年目以降 117945 万 
仙台市 待機児童 570 .... 保育所整備数 15 . 当初 2 年 286575 万 ...... 3 年目以降 196575 万 
さいたま市 待機児童 128 .... 保育所整備数 4 ... 当初 2 年 76420 万 ....... 3 年目以降 52420 万 
千葉市 待機児童 0 
川崎市 待機児童 62 ...... 保育所整備数 2 ... 当初 2 年 38210 万 ....... 3 年目以降 26210 万 
横浜市 待機児童 20 ...... 保育所整備数 1 ... 当初 2 年 19105 万 ....... 3 年目以降 13105 万 
相模原市 待機児童 93 ...... 保育所整備数 3 ... 当初 2 年 57315 万 ....... 3 年目以降 39315 万 
新潟市 待機児童 0 
静岡市 待機児童 153 .... 保育所整備数 4 ... 当初 2 年 76420 万 ....... 3 年目以降 52420 万 
浜松市 待機児童 315 .... 保育所整備数 8 ... 当初 2 年 152840 万 ...... 3 年目以降 104840 万 
名古屋市 待機児童 0 
京都市 待機児童 0 
大阪市 待機児童 224 .... 保育所整備数 6 ... 当初 2 年 114630 万 ...... 3 年目以降 78630 万 
堺市 待機児童 23 ...... 保育所整備数 1 ... 当初 2 年 19105 万 ....... 3 年目以降 13105 万 
神戸市 待機児童 123 .... 保育所整備数 4 ... 当初 2 年 76420 万 ....... 3 年目以降 52420 万 
岡山市 待機児童 0 
広島市 待機児童 447 .... 保育所整備数 12 . 当初 2 年 229260 万 ...... 3 年目以降 157260 万 
北九州市 待機児童 0 
福岡市 待機児童 0 
熊本市 待機児童 319 .... 保育所整備数 8 ... 当初 2 年 152840 万 ...... 3 年目以降 104840 万 
 
待機児童が政令指定都市では最も多かった仙台市では、待機児童 570 人を解消するために
は当初 2 年間に 28 億 6,575 万円を投入して 15 カ所の保育所整備を行わなければならない。
そして 3 年目以降の運営費として毎年 19 億 6,575 万円が追加的に必要となる。なお、この試
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算の条件には含めなかった仙台市の待機児童の変動傾向であるが、近年は 400～500 人程度の
増加傾向にある。 
次に「試算結果：隠れ待機児童総数」では、待機児童に加えて、既に公に申請したという
意味では潜在的ではないとも言える「隠れ待機児童」の総数で、保育サービス需要を捉えて、
これに応えるためにはどの程度の保育所整備と財政支出が必要か試算してみる。 
 
＜試算結果：隠れ待機児童総数＞ 
札幌市 総数 798 ............ 保育所整備数 20 . 当初 2 年 382100 万 ...... 3 年目以降 262100 万 
仙台市 総数 813 ............ 保育所整備数 21 . 当初 2 年 401205 万 ...... 3 年目以降 275205 万 
千葉市 総数 215 ............ 保育所整備数 6 ... 当初 2 年 114630 万 ...... 3 年目以降 78630 万 
川崎市 総数 1070 .......... 保育所整備数 27 . 当初 2 年 515835 万 ...... 3 年目以降 353835 万 
横浜市 総数 1244 .......... 保育所整備数 32 . 当初 2 年 611360 万 ...... 3 年目以降 419360 万 
相模原市 総数 552 ............ 保育所整備数 14 . 当初 2 年 267470 万 ...... 3 年目以降 183470 万 
新潟市 総数 24 .............. 保育所整備数 1 ... 当初 2 年 19105 万 ....... 3 年目以降 13105 万 
静岡市 総数 456 ............ 保育所整備数 12 . 当初 2 年 229260 万 ...... 3 年目以降 157260 万 
名古屋市 総数 733 ............ 保育所整備数 19 . 当初 2 年 362995 万 ...... 3 年目以降 248995 万 
京都市 総数 810 ............ 保育所整備数 21 . 当初 2 年 401205 万 ...... 3 年目以降 275205 万 
大阪市 総数 2696 .......... 保育所整備数 68 . 当初 2 年 1299140 万 .... 3 年目以降 891140 万 
堺市 総数 548 ............ 保育所整備数 14 . 当初 2 年 267470 万 ...... 3 年目以降 183470 万 
神戸市 総数 614 ............ 保育所整備数 16 . 当初 2 年 305680 万 ...... 3 年目以降 209680 万 
岡山市 総数 602 ............ 保育所整備数 16 . 当初 2 年 305680 万 ...... 3 年目以降 209680 万 
広島市 総数 920 ............ 保育所整備数 24 . 当初 2 年 458520 万 ...... 3 年目以降 314520 万 
北九州市 総数 479 ............ 保育所整備数 12 . 当初 2 年 229260 万 ...... 3 年目以降 157260 万 
福岡市 総数 660 ............ 保育所整備数 17 . 当初 2 年 324785 万 ...... 3 年目以降 222785 万 
※回答に異常値があるため、さいたま市、浜松市、熊本市は除外 
 
「隠れ待機児童総数」ではワースト 1 位だった大阪市を見ると、2,696 人を受け入れるため
には当初 2 年間に 129 億 9,140 万円を投入して 68 カ所の保育所整備が必要になり、3 年目以
降の運営費として毎年 89 億 1,140 万円が追加的に必要となる。待機児童ゼロを宣言した横浜
市、名古屋市、京都市、福岡市といった各自治体においても、保育所整備にかかる財政支出
圧力にさらされていることが試算結果によって確認できた。 
 
9 結語にかえて 
 
地方財政にとって、保育サービス需要に応える保育所整備を行うための財政支出は簡単な
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ものではない。義務的経費を構成する人件費、扶助費、公債費を支出した後に初めて保育所
整備のような投資的経費は支出可能になる。一般財源に余裕があり、経常収支比率が低けれ
ば財政支出の自由度は高いが、東京都や愛知県を除けば、それほど恵まれている自治体はな
い。財源を確保するためには、他の何かの施策を削るしか方法はない。 
保育所運営費に対する国負担は、以前は国庫支出金という補助金によって行われていたが、
現在では一般財源化している。都市部である政令指定都市は、地方財政の特性上財政力指数
が高く、地方交付税交付金の配分を受けにくい状況がある。さらに都市部ならではの人件費
や運営費の国基準からの上乗せが自治体負担によって行われている。結果的に、待機児童解
消に向けての国補助金が少し増えたとしても、保育所整備の財政支出のほとんどは自治体が
単独で負担しなければならない。 
大規模マンション開発が続いている川崎市では、主要な税源である住民税や固定資産税の
税収が大幅に増える傾向にある。住宅が増えれば固定資産税収になり、住宅ローンを組んで
マンションを買った住民がフルタイムで共働きしてくれれば、住民税も継続的に増収が見込
める。保育事業費が制約無く単に伸び続けていると見れば、財政規律の問題が生じてくる。
いわば福祉に際限なく予算をつけているように見られてしまう。保育サービス需要の多くは、
児童福祉・幼児教育のメリットと同時に両親に就労支援を提供するメリットを併せ持ってい
る。保育サービス提供の見返りとして、住民が税負担によって保育所整備運営にかかる費用
の財源を負担していることを認識すべきである。 
保育サービス需要に応えるだけの保育所整備を行うべきか、またその財源をどこから捻出
するのかが悩ましい。本稿の試算では、100 人定員のフルサイズの保育所を新たに建設する
条件を用いている。例えば、ビルの何フロアか、あるいはマンションの部屋をリフォームし
て保育所を開設するという方法をとれば、新たに建設するよりも初期投資を抑えながらもよ
り多くの待機児童解消につなげることが可能である。その場合にも、園庭が確保できるだろ
うか、安全に通うことのできる公園があるだろうか、といった課題がある。現在でも園庭
のない保育所が集中する地区では、公園にお散歩して遊ぶ時間帯を複数の保育所で調整して
いる。 
保育所はビルに入居する場合は低層階で災害発生時にすぐ避難できるようにするのが常識
のように思われているが、10 階建てのオフィスビルを一棟丸ごと保育所にしてしまい、屋内
運動場や水遊び施設や日光浴できる屋上テラスなどを備えてしまい、ビル内で完結してしま
うのも一つのアイデアである。 
待機児童問題に対する捉え方は人様々で、待機児童問題はピークを越えたように考えてい
る人もいる。これは都市部の問題であって、地方では少子化で保育所も幼稚園も定員が余っ
ていること、待機児童の総数は減少傾向にあることを理由に過渡期の問題と捉える人もいる。 
今後 5～10 年間に、多くの地域で待機児童問題は沈静化すると予想されている。人口推計
から子どもの数が各地域で増えないと予測されているからである。多くの自治体では、待機
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児童解消を目指して増えた保育所をいかに円滑に撤退統合に持って行けるかが、その後の課
題として浮上してくるだろう。前述したオフィスビル一棟丸ごと保育所のアイデアに上乗せ
するならば、保育所定員を削減したければフロア単位で閉鎖してオフィスに転用していけば、
最終的な撤退まで計画することが可能になるだろう。マンションの部屋をリフォームして小
規模保育を実施する場合も、初期投資が小さくて済むだけではなく開設と撤退が容易である
ことは利点として考慮すべきである。保育所整備の用地確保の方が、財源確保よりも難しい
と言われるようになってきている。 
2015（平成 27）年度からの子ども・子育て支援新制度は、待機児童解消が目的のように言
われることもあるが、全国的に見れば保育所・幼稚園ともに定員に空きが出てきている自治
体の割合が大きく、少子化が進んだ地域では保育所と幼稚園を統廃合して認定こども園に転
換させることが重要な柱になっている。都市部では当面、待機児童解消が最優先課題になる
ために保育所側から認定こども園に移行する積極的な動きは見られない。私立幼稚園側につ
いても同様で、都市部ではまだ定員確保ができているために切迫した状況になく、認定こど
も園に移行するかどうか決めかねている経営者がほとんどである。認定こども園に移行した
方が補助金額からもメリットがあるといった施策を自治体が打ち出せば、局面に変化を与え
ることができるだろう。まずは待機児童解消が実現しなければ、自治体もそのような誘導施
策を実施する動機に乏しい。 
本研究は、いくつかの点で改善の余地がある。回答に異常値があった自治体に対して聞き
取り調査を追加的に実施すること、保育所整備単価を自治体毎に精査してより正確な財政支
出圧力を試算すること、潜在的な保育サービス需要の変動傾向を時系列及び人口推計から求
めて試算に反映すること、保育所利用者の住民が住民税及び固定資産税の財源面でどれだけ
貢献しているか、そして待機児童を大きく抱える東京都 23 区の状況を加えることである。こ
れらを今後の研究課題として取り組んでいきたい。 
 
 
謝辞 
本稿の根拠データとなった「子ども・子育て支援に関する政令指定都市調査」は、川崎市
議会・小田理恵子議員からの委託で実施し、政務活動費を研究費に使用したものである。議
員の議会活動での活用が本旨であるが、学術的利用についても理解と許諾を得られたことに
感謝申し上げたい。 
 
 
注 
1) 日本経済新聞 2014 年 8 月 21 日「保育施設認定取り消し 千葉市で初めて、児童虐待で」 
2) 厚生労働省大臣官房統計情報部（2013）「21 世紀出生児縦断調査及び 21 世紀成年者縦断調査特別
報告書（10 年分のデータより）」p.19 
    待機児童問題による財政支出圧力の分析 ～政令指定都市調査分析～ 和泉 徹彦 41 
3) 日本経済新聞 2013 年 1 月 1 日「特集――殻を破れ、孤立しない育児へ、待機児童をなくせ、駒崎
弘樹さん。」 
4) 「国勢調査（平成 22 年）」の 5 歳年齢階級別人口から、0～4 歳人口に 5～9 歳から按分した人口を
加えて就学前児童の人数を計算している 
5) 厚生労働省「保育関連状況のとりまとめ（平成 26 年 4 月 1 日現在）」 
6) 川崎市保育サービス利用のあり方検討委員会「川崎市保育サービス利用のあり方検討結果報告書」
平成 23 年 12 月 
7) 川崎市民間活用推進委員会資料に基づく 
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